





























社において， 1998年の株主総会では社外理事が 1人以上選任され， 1999年の定期
株主総会では理事の 4分の l以上が社外理事として選任されるようになった。















































































































































































































































































































































































条ないし第 406条を準用する(商法改正試案第 406条の 2第1項)。また，二重代表
訴訟の実効性を確保するために，母会社の株主は子会社の会計帳簿関覧権を行使で
きる。この場合，少数株主権は発行株式総数の 100分の 3以上に相当する株式を持

































(商法第 371条第 I項)。ここでは解釈上認められている株式が含まれるように f無
議決権株式または議決権制U~良株式(改正試案第 344 条第 3 項第 l 号)・会社が持つ自




されているが(商法第371条第2項)，その他 f第 409条第2項と第 3項の規定によ
りその割合を超過する株式として行使できない株式の議決権の数J(監事選任時議決
権制限)が追加されている(改正試案第371条第2項)。
株主総会の特別決議事項が改正されているο 現行商法には，イ也の会社の営業の全
部譲受は，いつも株主総会の特別決議事項とされているが，営業の全部の譲受も営
業一部の譲受と同じように会社の営業に重大な影響が及ぶ場合に限り，株主総会の
特別決議事項とされ，企業経営の効率化が図られている。
株主総会の竜子化を困る。改正試案は電子的方法による議決権行使(第 368条の
4)，電子文書による株主提案(第365条)，電子文書による臨時株主総会の招集請
求(第366条)を認めて株主総会の IT化を促進させている。株主総会を電子化す
る場合に，会社は，株主招集通知に従う費用と努力の減少，手続の迅速な処理，電
子文書による会社業務の効率性増進と費用の減少を期待できる。株主も電子ネット
ワークが構築されていると，会社からの各種の通知を確実に受けることができる
い電子的方法を通じて会社の各種の公示書類を安い費用で閲覧できる。また，議
決権の委任や株主権の行使が簡単に行えるという長所がある。
また，今後，電子株主総会が導入される場合，会社の立場からは株主総会の調催
による費用及び時間の節約，高効率の会議進行と意見の取り集めができる。また，
株主の立場からも待問的・距離的問題により株主総会に参加できなかったのが，電
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子的方法(オンラインやこれをケ通じた議決権行使記録の送付)を通じて積極的に株主総
会に自分の意思、そ伝達できるようになるので，株主の株主総会への参加の側聞から
株主中心の食業の運営に肯定的に作用すると考える。
一方，銀行・年金基金などの機関投資家はその保有株式を発行している多数会社
の財政状態，経営実績についての評価，株主総会においての重要な案件を分析する
などの努力佐しなければならないが，電子的方法により会社関連書類が電子化され
て議決権をオンライン上で行使するようになると，株主総会の震複による議決権行
使が困難な事憶を解消し，機関投資家としての役割jをより積極的に遂行することが
できると思われる。
要するに株主総会の IT化は，株式会社の情報処理と情報開示において，迅速性
と効率性~増進させ，株主・債権者などの会社の利害関係人と会社関の意思疎通が
円滑になち， これによって会社経営の透明牲と支配構造の改養の効果をもたらす結
果になると予想される。
V 監事(監事委員会)に関する規定
専門家の助力そ受ける権限が規定されている。監事機能の実効性を確保するため
に，監事も監事委員会と同じように(隠法第415条の 2第5項)，会社の費用で専門
家の助カを求めることができるようにされている。
監事(霊長率委員会)に理事会の招集請求権が付与されている。監事機能の実効性
を確保するために，監事に理事会の招集請求権を付与する。すなわち，監事は，必
要であると認められる場合には，理事(招集権者がある場合には招集権者)に対して
理事会の招集を請求することができる(商法改正試案第412条の 4第l項)。獄事に
よる環事会の招集議求があるにもかかわらず，理事(招集権者)が遅滞なし理事
会を招集しない場合には，その請求をした監事が理事会を紹集することができる
(改正試案第412条の 4第2項)。
VI 結 三五ロ
2006年会社法改正試案の重姿な改正事項は，社外理事概念の導入，執行役員制
度の導入，理事の自己取引承認範囲の拡大，理事の責任制度改善，二重代表訴訟の
導入などである。この中で，特に財界の反対が予想される部分は，執行役員制度と
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一重代表訴訟の導入であり，他の事項は異論なく透過されると予想される。した
がって，骨格は維持されると予想される。企業支配構造の改善という傾向は，今回
の商法改正試案の内容を通じてもっと確実に位置づけられているといえる。
参考として，改正試案には株式会社の財務関連制度について大きな改編がなされ
ている。資本金関連分野では最低資本金制度と設立資本最低限度規制が廃止され，
現物出資規制，株金融入相殺禁止，資本金減少手続等に関する規制が緩和されてい
る。株式と関連される部分では，無額面株式制度の導入，利益配当優先株の最低配
当率制の廃止，議決権制限株式，拒否権付株式，役員任免権付株式，譲渡制限株式
等の多様な株式が導入されている。また，新株発行事項の事前公示制と少数株式の
全部取得制度の導入，自己株式取得規制と利益消却制度の改善，合併対価が多様化
されている。社債関連部分では交換社債，利益参加付社債，派生結合証券など，社
債の多様fじが臨られている。また，社債権者集会制度が改議され，会社の資金調
達の容易化とともに，社債権者の保護が強化されている。会計関連部分では会計規
定が企業会計ー基準と認和されるように，利益配当の決定機関，配当金支給時期，未
実現評価利益の配当などと関連する不合理な規制が調整されている。また，現物配
当の許容，母子関係にある会社には連結財務諸表を作成する義務を賦課，準備金制
度の不合理な規制の改善，建設利息配当制度の廃止等が規定されている。
会社法改正試案は，今後も改善する余地はあるが，全般的に企業の運営・管理の
側面では食業の便笠を向上させながら，利害関係者の利害調停の側面では株主など
の権益保護を強化することになり，相互間に立法的均衡が維持されているといえる
であろう。
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